
 

 

導入促進基本計画 

 

１ 先端設備等の導入の促進の目標 

（１）地域の人口構造、産業構造及び中小企業者の実態等 

①大樹町の人口構造 

大樹町の人口は、昭和 22 年（1947 年）の臨時国勢調査の 11,670 人をピークに

減少を続け、直近の令和２年（2020 年）の国勢調査では 5,420 人となっている。 

国立社会保障・人口問題研究所の推計によると、今後も人口は減少を続け、令和

22 年（2040 年）には、3,990 人になるものとされている。 

 

 



②大樹町の産業構造 

大樹町の産業構造は、基幹産業の農業と漁業による第１次産業が中心である。

農業は、土地改良事業をはじめとする各種農業施策の積極的な展開により、規模

拡大と法人化、生産基盤の整備や近代化を推進し、現在の酪農のまち大樹を築き

あげてきた。農家約 160 戸が約 14,200 ヘクタールの農地を耕作し、大規模経営

の農業が主軸となっている。生乳生産量は、14 万２千トン（令和３年度）で、乳

業メーカーの工場に出荷され、チーズなどの乳製品に加工され全国に届けられて

いる。酪農の他、肉用牛、畑作と併せてわが国の食糧生産基地のひとつとして重

要な役割を果たしている。 

 漁業は、町内に２つの漁港があり、秋鮭、シシャモ、毛ガニ、ホッキなどが主

要魚種となっている。大宗漁業の秋鮭は、近年気象変動などの影響により漁獲が

激減しており厳しい状況が続いている。 

 製造業では、上述の大手乳業会社のチーズ工場や製材工場などが地元の農畜産

物や木材の加工を行っている。 

 商業は、人口減少や帯広市商圏への購買力の流出などにより、事業所数は減少

傾向となっている。 

 また、昭和 60 年に「北海道航空宇宙産業基地構想」が発表されて以降、大樹

町は「航空宇宙」をまちづくりの一つのテーマとして様々な取組みを進めてきて

おり、東部沿岸に整備された北海道スペースポートを拠点に、独立行政法人宇宙

航空研究開発機構（JAXA）をはじめとする研究開発機関や大学、関連企業の実験

が行われているほか、民間で国内初となる宇宙輸送を担うロケット開発を目指す

企業が大樹町内に設立され、実用ロケットの開発を進めており、航空宇宙産業の

成長が期待できる。 

 

③大樹町の中小企業者の実態等 

大樹町の中小企業者の実態としては、大樹町商工会の会員数でみると減少傾向

であり（令和５年４月１日現在 192 事業所）、中小企業者全体においても同様の

傾向である。さらに、人手不足や後継者不足の課題にも直面していることから、

行政による多面的な支援の必要性が高まっている。 

 

（２）目標 

中小企業等経営強化法第４９条第１項の規定に基づく導入促進基本計画を策定

し、中小企業者の先端設備等の導入を促すことで、地域経済の衰退を最小限に抑え

ることを目指す。 

これを実現するための目標として、計画期間中に３件程度の先端設備等導入計画

の認定を目標とする。 

 

（３）労働生産性に関する目標 

先端設備等導入計画を認定した事業者の労働生産性（中小企業等の経営強化に関



する基本方針に定めるものをいう。）が年率３％以上向上することを目標とする。 

 

２ 先端設備等の種類 

大樹町の産業は、農林水産業、製造業、サービス業と多岐に渡り、多様な業種が

町内の経済、雇用を支えているため、これらの産業で広く事業者の生産性向上を実

現する必要がある。したがって、多様な産業の多様な設備投資を支援する観点から、

本計画において対象とする設備は、中小企業等経営強化法施行規則第７条第１項に

定める先端設備等全てとする。 

 

３ 先端設備等の導入の促進の内容に関する事項 

（１）対象地域 

大樹町の産業は、沿岸部から山間部までと広域に存在している。これらの地域で、

広く事業者の生産性向上を実現する観点から、本計画の対象区域は、町内全域とす

る。 

 

（２）対象業種・事業 

大樹町の産業は、農林水産業、製造業、サービス業と多岐に渡り、多様な業種が

町内の経済、雇用を支えているため、これらの産業で広く事業者の生産性向上を実

現する必要がある。したがって、本計画において対象とする業種は、全業種とする。 

生産性向上に向けた事業者の取組は、新商品の開発、自動化の推進、IT 導入によ

る業務効率化、省エネの推進、市町村の枠を超えた海外市場等を見据えた連携等、

多様である。したがって本計画においては、労働生産性が年率３％以上に資すると

見込まれる事業であれば、幅広い事業を対象とする。 

 

４ 計画期間 

（１）導入促進基本計画の計画期間 

令和５年６月１１日～令和７年６月１０日までの２年間とする。 

 

（２）先端設備等導入計画の計画期間 

 ３年間、４年間、５年間とする。 

 

５ 先端設備等の導入の促進に当たって配慮すべき事項 

① 人員削減を目的とした取組を先端設備等導入計画の認定の対象としない等、雇

用の安定に配慮する。 

② 公序良俗に反する取組や、反社会的勢力との関係が認められるものについては

先端設備等導入計画の認定の対象としない等、健全な地域経済の発展に配慮す

る。 

 

 


